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本実践研究の目的は，予防・開発的な生徒指導として行われた社会性と情動の学習の SEL-8S

（Social and Emotional Learning of 8 Abilities at School）プログラムを中学校の英語科の学習にお
けるコミュニケーション活動に関連付けることの効果を検討することであった。公立中学校１

校の第２学年４学級を中学生用 SEL-8S自己評定尺度の結果をもとに介入群と協力群とに分け，
その両群に対して「自己紹介をしよう」という単元を英語科の学習に設けて３回の授業を実施

した。介入群には１回目から３回目の全ての授業において SEL-8S プログラムで学習した社会
的スキルを関連付けて英語コミュニケーション活動を実施し，協力群には３回目にのみ行った。

協力群との比較の結果，介入群は授業後の感想の文字数が３回目で増加していた。その内容を

分析してみると，英語の学習に関する気づきが高まり，英語で相手とコミュニケーションを取

ることへの関心が３回目の実践で上昇していた。また，生徒相互評価の結果，相手に英語で話

す態度は３回目の実践で向上した。 
 
 
 

1 問題と目的 

 文部科学省は，2002年 7月に「『英語が使える
日本人』の育成のための戦略構想」を策定し，こ

れに基づいて 2003 年 3 月に具体的な行動計画を
策定した（文部科学省，2003）。それ以来，中学校
や高等学校の外国語科においてコミュニケーショ

ン能力を育成する必要性が叫ばれるようになった。

また，2008年に改訂された小学校学習指導要領に
おいて，外国語に触れコミュニケーション能力の

育成の素地をつくることを目的に，小学校の高学

年に外国語活動が導入された。そのことで小学校

から高等学校まで一貫した外国語教育を実施する

ことにより，外国語を通じて言語や文化に対する

理解を深め，積極的に外国語を用いてコミュニケ

ーションを図ろうとする態度や，情報や考えなど

を的確に理解したり適切に伝えたりする力を身に

付けさせることを目標としてきた。様々な取組を

通じて指導の充実が図られ，小学校での外国語活

動の成果として，英語で積極的にコミュニケーシ

ョンを図ろうとする態度が育成され，聞いたり話

したりする活動を行うことに慣れているという変

容が中学生に見られるようになった（文部科学省，

2017）。一方で課題として，文部科学省（2017）
は，話したり書いたりする活動や，即興性を意識

した言語活動が不十分であることなどを挙げてお

り，また，学年が上がるにつれて学習意欲が低下

していることも課題として問題視している。 
 2017年度に告知された学習指導要領（文部科学
省，2017）では，多様な他者と協働しながら新し
い価値を発見していく力を生徒に身に付けさせる

ために，主体的・対話的で深い学びの実現に向け

た授業改善が取り上げられるようになった。特に

英語教育においては，これまでの課題に鑑み，創

造的思考や感性・情緒面からもコミュニケーショ

社会性と情動の学習，SEL-8Sプログラム，英語コミュニケーション活動，関連付け キーワード： 

73福岡教育大学大学院教職実践専攻年報　第９号　73-78（2019）

〔研究論文〕



ンの基盤を形成し，適切な反応を示すなど他者に

配慮した双方向的なコミュニケーションの態度を

育成することを重点目標としている。 
コミュニケーション活動を授業の中心に据える

英語教育には，他者との協同的な学習は必要不可

欠である（江利川，2012）。ところが，学校生活の
中で，他者と関わる際に相手に対して言いたいこ

とが言えずに我慢したり，相手を攻撃したりなど

人間関係を築く上で課題をもっている生徒が増え

てきていることが「平成 29 年度児童生徒の問題
行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

によって報告されている（文部科学省，2018）。小
泉（2005a）は学習場面において，教師と子どもの
関係，もしくは子ども同士の人間関係が成立して

いなければ，学習効果の向上は期待できないと指

摘している。そこで小泉・山田（2011）は，予防・
開発的な生徒指導の視点から，社会性と情動の学

習（Social and Emotional Learning，以下 SEL）
の導入の必要性を述べている。SEL とは，「自己
の捉え方と他者との関わり方を基礎とした，社会

性（対人関係）に関するスキル，態度，価値観を

身に付ける学習」であり，SELの特定のプログラ
ムとして SEL-8Sプログラムを提案している。こ
れは，日本の実情に合わせて児童生徒の社会的能

力の育成を目的とした心理教育である。 
SELを教科等と関連付けた先行研究として，田

中・小泉（2007）は，小学校において SEL-8Sプ
ログラムを道徳，特別活動，帰りの会の時間と関

連付けて２ヶ月間実施した。教師評定において

SEL-8S プログラムで目指す社会的能力について
児童の変容が認められたと報告している。香川・

小泉（2014）は，小学校の低学年に８回，中学年
以上に９回の SEL-8Sプログラムを実施し，学習
の定着との関係を検討した。その結果，２，３，

５，６年生の国語テスト，４年生の算数テスト，

４，６年生の漢字テストで有意な得点の上昇が認

められたと報告している。 
しかしながら，英語の学習場面において最も

SEL が関係し得るコミュニケーション活動に
SEL を関連付けることはほとんど検討されてき
ていない。コミュニケーション活動の際に，経験

的にやり取りのルール（例：話すときのアイコン

タクトや聞く態度）の必要性を感じ，それを提示

する教師はいるが，小泉（2005b）が言うように，
一部の教師だけが成し得る“名人芸”的教育であ

る。先に述べた，英語科の重点目標である「創造

的思考や感性・情緒面からもコミュニケーション

の基盤の形成」や「適切な反応を示すなど他者に

配慮した双方向的なコミュニケーションの態度の

育成」のために，SELの関連付けは有効であると
考える。 
以上のことから，本研究の目的は，予防・開発

的な生徒指導の取組として行った SEL-8Sプログ
ラムで学習した社会的能力を英語のコミュニケー

ション場面に関連付けることの効果を検討するこ

とである。その際，すべての時間で関連付けた介

入群と，一部の時間でのみ関連付けた協力群を設

定する。 

2 方法 

１．実施期間 
2017 年 12 月～2018 年 1 月。そのうち，授業

したのは，1月 17日～1月 31日である。 
 
２．研究対象 
 福岡県内の A 中学校第 2 学年の 4 学級の生徒
150 名が参加し，病欠（インフルエンザ等）で欠
損値のあるデータは除外した 92 名を分析対象と
した。 
 A中学校では，教育活動の一環として，全学年
で SEL-8Sプログラムが定期的に実施されている。
SEL-8S プログラムとは，5 つの基礎的社会的能
力（自己への気づき，他者への気づき，自己のコ

ントロール，対人関係，責任ある意思決定）と 3
つの応用的社会的能力（生活上の問題防止のスキ

ル，人生の重要事態に対処する能力，積極的・貢

献的な奉仕活動）の育成を目指した心理教育であ

る（小泉，2011）。 
 
３．評価方法 
(1)社会的能力 
 事前調査として，生徒の社会的能力を測るため

に，小泉・山田（2011）が開発した中学生用 SEL-
8S自己評定尺度を 2017年 12月に実施した。中
学生用 SEL-8S自己評定尺度は，中学生の８つの
社会的能力（自己への気づき，他者への気づき，

自己のコントロール，対人関係，責任ある意思決

定，生活上の問題防止のスキル，人生の重要事態

に対処する能力，積極的・貢献的な奉仕活動）を

評価する尺度である。虚偽尺度２項目を含む全 26
項目で，１つの項目につき，１から４点の４件法

で回答する。各項目を合計して，社会的能力得点

（24～96点）とした。 
(2)学習プリントによる生徒の記述 
 各回の授業で，生徒に授業の感想を書いてもら
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い，感想文字数を算出した。さらに，それらの記

述内容を「話すことへの気づき」「聞くことへの気

づき」「英語の学習に関する気づき」「英語コミュ

ニケーションへの関心」に分類した。分類の仕方

は，例えば「相手の目を見て話すことで，相手が

理解しているか確認しながら話すことができた」

という記述があれば「話すことへの気づき」，「相

手は相槌を打ちながら聞いてくれたので安心して

話すことができた」という記述があれば「聞くこ

とへの気づき」，「自己紹介では動名詞をたくさん

使うことがあった」という記述があれば「英語学

習に関する気づき」，そして「英語でコミュニケー

ションは楽しい」という記述があれば「英語コミ

ュニケーションへの関心」の内容とみなし，それ

ぞれの内容項目に関する記述があれば１点，なけ

れば０点，複数あれば２点以上と数値化した（範

囲：０～３点）。３回目の実践終了後に分析した。 
(3)生徒相互の評価 
 「聞く態度」や「話す態度」について，ペアで

生徒同士が相互に４件法で評価をした。自己紹介

している生徒は相手の聞き方を評価し，自己紹介

を聞いている生徒は相手の話し方を評価した。授

業では，生徒はペアを変えながら３度相手を評価

し，「聞く態度」と「話す態度」の合計得点をそれ

ぞれ算出し，平均値（「聞く態度」の範囲，４～16
点；「話す態度」の範囲，3～12点）を求めた（表
１）。３回目の実践終了後に分析した。 
 
４．手続き 
①群設定 
 ４学級を SEL を関連付ける介入群と関連付け
ない協力群に分けた。2 つの群に分ける際には，

社会的能力得点を基にして，両群間に得点の差が

出ないように介入群 2 学級（41 名；男子 22 名，
女子 19名；M=74.34, SD=9.98）と協力群 2学級
（51名；男子28名，女子23名；M=74.99, SD=8.86）
とに分けた。 
 
②実践授業について 
 「自己紹介をしよう」という単元を設定し，両

群とも 3時間構成で授業を行った。授業を行う際
には，介入群には１回目から３回目の授業全てで，

協力群には３回目の授業でのみ，これまで SEL-
8S プログラムで学習した社会的スキルを関連付
けた（図 1）。関連付け方は，自己紹介のやり取り
の活動を行う直前に，「話す態度のポイント」や「聞

く態度のポイント」をポスターにしたものを示し，

「相手に自分の意見を言うときには，相手に身体

を向けて目を見ながら大きな声ではっきりと言う」

「相手の話を聞くときには，体を相手に向けて目

を見て頷いたり相槌をうったりしながら最後まで

聞く」などのような説明を行った。なお，３回の

授業の主眼と介入する SELのポイントは，表 ２
に示した通りである。１回目の授業では，自己紹

介をすることに焦点を当て，話す態度のポイント

を提示した。２回目の授業では，聞き手に照準を

合わせ，相手に配慮した話の聞き方ができるよう

に，聞く態度のポイントを示した。３回目の授業 

図１ 英語の授業の手続き 
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表２ 実践した授業の内容 

１

回

目 

【主眼】 
既習の文法事項を使って，まとまりのある

自己紹介の英文を書き，級友に自己紹介を

することができる。 
【SELのポイント】（介入群のみ） 
・話す態度のポイント 

２

回

目 

【主眼】 
まとまりのある自己紹介の英文を相槌を

打ったり，うなずいたりしながら聞き取る

ことができる。 
【SELのポイント】（介入群のみ） 
・聞く態度のポイント 

３

回

目 

【主眼】 
まとまりのある自己紹介の英文を聞いて，

その内容について相手に質問することが

できる。 
【SELのポイント】（介入群と協力群） 
・話す態度ポイント 
・聞く態度ポイント 

 
では，即興性を重視し，適切な反応を示しながら

やり取りができるように，話す態度のポイントと

聞く態度ポイントの両方を示した。 
 ３回それぞれの授業後に，生徒はその日の学習

の感想を学習プリントに記入した。 

4 結果 

１．学習プリントによる生徒の記述から 
 感想の文字数について実施（介入群，協力群）

×時期（１回目，２回目，３回目）の２要因分散

分析を行った（表３）。分析には，HAD（清水，
2016）を用いた。その結果，交互作用が有意であ
ったため，下位検定（Holm法，p<.05，以下同じ）
を行ったところ，介入群の３回目の文字数が１回 
 

目と２回目より多くなっていた。また３回目には

介入群の文字数は協力群よりも多かった（図２）。

記述内容に関する４つの分類のそれぞれについて，

実施（介入群，協力群）×時期（１回目，２回目，

３回目）で２要因分散分析を行った。 
 「英語の学習に関する気づき」について実施（介

入群，協力群）×時期（１回目，２回目，３回目）

の２要因分散分析を行った。その結果，交互作用

に有意な傾向が見られたため，下位検定（p<.10）
を行ったところ，３回目の介入群の得点が１回目

と２回目よりも高くなる傾向にあった。また３回

目には介入群の得点は協力群よりも高い傾向にあ

った（図３）。 
 「英語コミュニケーションへの関心」について

も交互作用が有意であったため，下位検定を行っ

たところ，３回目の介入群の得点が１回目と２回

目よりも高くなっていた。また３回目には介入群

の得点は協力群よりも高かった（図４）。 
2. 生徒相互の評価から 
 「聞く態度」と「話す態度」について実施（介

入群，協力群）×時期（１回目，２回目，３回目）

の２要因分散分析を行った（表４）。その結果，「話

す態度」にのみ交互作用に有意な傾向が見られた

ため，下位検定（p<.10）を行ったところ，３回目
の介入群の得点は１回目と２回目よりも向上して

いた。また３回目には介入群の得点は協力群より

も高かった（図５）。 
 なお，介入群と協力群のどちらも，その後は従

来と同じような授業を受け，学期末試験・評価で

は両群の間に有意な差が見られなかった。 

5 考察 

 本研究の目的は，予防・開発的な生徒指導の取

組として行った SEL-8Sプログラムで学習した社
会的スキルを英語のコミュニケーション場面に関 
 

感想文字数 22.54 (14.73)' 21.56 (8.28)' 50.71 (29.03)' 24.69 (11.83)' 26.22 (9.89)' 37.57 (14.93)' 0.83 64.79 ** 10.84 **
話すことに関する気づき 0.29 (0.46)' 0.27 (0.45)' 0.56 (0.63)' 0.41 (0.64)' 0.43 (0.54)' 0.43 (0.50)' 0.50 2.37 + 2.10
聞くことに関する気づき 0.20 (0.40)' 0.22 (0.42)' 0.34 (0.48)' 0.33 (0.48)' 0.29 (0.46)' 0.35 (0.48)' 2.04 1.05 0.42
英語の学習に関する気づき 0.34 (0.48)' 0.78 (0.47)' 1.22 (0.85)' 0.41 (0.54)' 0.71 (0.46)' 0.94 (0.68)' 1.20 40.80 ** 2.53 +
英語コミュニケーションへの関心 0.05 (0.22)' 0.15 (0.36)' 0.49 (0.51)' 0.08 (0.27)' 0.08 (0.27)' 0.16 (0.37)' 7.78 ** 15.92 ** 7.32 **

(+ p <.10　* p <.05　** p <.01　*** p <.005)

表３　感想文字数，話すことに関する気づき，聞くことに関する気づき，英語の学習に関する気づき，英語コミュニケーションへの関心の平均値とSD ，分散分析結果

交互作用
df =1/90 df =2/180 df =2/180

介入群 協力群 分散分析結果
主効果〔実施〕１回目 ２回目 ３回目 １回目 ２回目 ３回目 主効果〔時期〕

聞く態度 15.33 (1.03)' 15.31 (1.45)' 15.43 (0.87)' 14.52 (1.37)' 14.82 (1.13)' 15.05 (1.27)' 8.90 ** 2.38 1.12
話す態度 11.44 (0.92)' 11.37 (1.29)' 11.76 (0.48)' 11.37 (0.65)' 11.42 (0.80)' 11.17 (1.77)' 1.82 0.12 2.63 +

２回目

介入群

(+ p <.10　* p <.05　** p <.01　*** p <.005)

３回目
主効果〔実施〕

df =1/90
主効果〔時期〕 交互作用

df =2/180 df =2/180
１回目 ２回目 ３回目 １回目

協力群 分散分析結果
表４　聞く態度と話す態度の平均値とSD ，分散分析結果
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図２ 感想文字数の推移 

図４ 英語コミュニケーションへの関心の推移 
 
連付けることの効果を検討することであった。そ 
の結果，英語の学習に関する気づきや英語コミュ

ニケーションへの関心を高めたり，相手に英語を

話す態度を向上させたりする可能性があることが

明らかになった。 
 まず，英語の学習に関する気づきについては，

近年の外国語教育では，Consciousness Raising
や Language Awareness という概念が取り上げ
られるようになり，学習者の言語形式に対する「気

づき」が言語の習得を促すという点で重要視され

ている（福田，1999）。つまり，英語の授業を行っ
ていく上で，生徒の「気づき」を促す手立てが必

要であり，教師は英語の学習の場面でこの「気づ

き」を促すためのコミュニケーション活動を授業

の中で仕組んでいくことが必要である。本実践に

おいては，SELを英語のコミュニケーション活動
に関連付けることで，生徒の「気づき」を促進す

ることができることが示唆された。 
 そして，英語コミュニケーションへの関心は

SEL を英語のコミュニケーション場面に関連付
けることで高まることが示唆された。Watzlawick
（1967）が「One cannot not communicate.」と
言うように，もともと人は人とかかわることに関

心が高い。SELを英語のコミュニケーション活動
に関連付けることによって，コミュニケーション 

 図３ 英語の学習に関する気づきの推移 

図５ 話す態度の推移 
 
を通して多くの生徒と関わりたいという生徒の欲

求（末田・福田，2017）を満たすことができ，英 
語でのコミュニケーションの意欲を高められるこ

とが期待される。 
さらに，鶴田ら（2014）は，視線や相槌につい

て英語人に比べて日本人は話をしている最中に相

手を見ることが少ないことを指摘している。本実

践において，授業では SEL を英語のコミュニケ
ーション活動に関連付けて生徒に相手の話を聞く

態度や相手に話す態度について意識させた。鶴田

ら（2014）の言う好ましいコミュニケーションの
態度において，SELを英語のコミュニケーション
活動に関連付けることで，コミュニケーションの

場面で相手に英語で話す態度を向上させることが

できる可能性が示唆された。このことから，文部

科学省（2017）が英語教育の重点目標として挙げ
ている，創造的思考や感性・情緒面からもコミュ

ニケーションの基盤を形成し，適切な反応を示す

など他者に配慮した双方向的なコミュニケーショ

ンの態度を育成することに対して，SELを英語の
コミュニケーション活動に関連付けることは部分

的に一助となりうる。 
最後に，本実践において，相手の話を聞く態度

を向上させることができなかった。他者に配慮し

た双方向のコミュニケーションを実現させるため
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に，話を聞く態度を向上させる活動を仕組んでい

くことが今後の実践の課題である。 
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